
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工会だより 第 252号 ① 

 

 

・締切を過ぎると申請ができませんのでご注意ください。 
 

名称 期日 内容 対象者 必要書類 
問い合 

わせ先 

事業復活

支援金 

令和４年 

５月３１日 

新型コロナウイル

ス感染症の影響で

売上が大幅に減少 

法人は３０％減 

上限１50万円、 

５０％減 

上限２50万円、 

個人は３０％減 

上限３０万円、 

５０％減 

上限５０万円、 

１回限り 

 

・令和３年１１月 

～令和４年 3

月の売上がひ

と月でも２０１８

年～２０２１年

同月比３0％以

上減少 

・事前に支援機

関の確認が必

要 

・飲食店で協力

金受給者も可 

・３年分の申告書と
決算書 
・申告書には税務署
の受領印があるか
e-taxの受信通
知、納税証明 
・宣誓同意書 
・比較する月の売上
台帳等 
・履歴事項全部証明
書(３か月以内 
)車の免許証両面 
・通帳コピー等 

相談 

窓口 

０１２０ 

－７８９ 

－１４０ 

 

岐阜県オ

ミクロン㈱

対策特別

支援金 

令和４年 

５月３１日

消印有効 

 
・簡易書留

で、県庁へ

送付 

新型コロナウイル

ス感染症の影響で

売上が大幅に減少 

中 小 法 人等：

20万円（定額） 

個人事業者等： 

10万円（定額） 

１回限り 

店舗単位や事業

単位ではなく、事業

者単位での給付 

・岐阜県内に本
店又は主たる
事務所を有す
ること 
・2022年 1月
～3月と２０１８
年～２０２１年
の同月と比較
して、月間の
事業収入が
15％以上減少
した月が存在
すること。 
・協力金(第 9
弾)・第 10弾)
の対象事業者
は、対象外 

・３年分の申告書と
決算書 
・申告書には税務
署の受領印がある
か e-tax の受信通
知、納税証明 
・対象月の売上台
帳と売上の把握で
きる通帳のコピー 
・履歴事項全部証
明書(３か月以内 

)車の免許証両面 
・通帳コピー 
•営業許可書等 
・誓約書 
・申請書 
・申請書類チェックリ
スト 

岐阜県

オミクロ

ン株対策

特別支

援金窓

口 

０１２０

－６６３

－５００ 
 

 

事業復活支援金はスマートフォンやパソコンで操作が必要です。 

商工会では事前確認だけでなく操作のお手伝いもしておりますが、予約が必要です。

早めに予約をしてください。 
 

 

 

 

 

七 宗 町 
 

令和４年 4 月１５日発行第２52 号（4 月号） 

発行所 七 宗 町 商 工 会 

岐阜県加茂郡七宗町上麻生 2277 番地の１ 

ＴＥＬ：（０５７４）４８－２０８０   ＦＡＸ（Ｏ５７４）４８－１９９４ 

HP：https://r.goope.jp/srb-21-74   

Ｅmail :  hichisou@ml.gifushoko.or.jp 

この事業は県の補助金を一部受けています  

 

https://r.goope.jp/srb-21-74
mailto:hichisou@ml.gifushoko.or.jp


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐阜県アフターコロナ対応の補助金 
県では、地域経済の維持と持続的発展に向けて、新型コロナウイルス感染症による経営上

の困難を乗り越え、事業転換など、商工会・商工会議所と連携して、アフターコロナに向け

て意欲的に取り組む県内の小規模事業者を引き続き支援しています。 

アフターコロナ・チャレンジ事業者応援補助金(岐阜県版持続化補助金) 

＜募集期間＞   令和 4 年 5 月 18 日（水曜日）１７時必着 

＜補 助 率＞  補助対象経費の 3 分の 2 以内 

＜補助金上限額＞ 3,000 千円 

 (1) 事業転換や業態転換、新分野・新事業への展開に意欲的に取り組む事業 
  （想定する事業の一例） 飲食業から、製造業への参入 製造業から小売業へ参入 等 

申請は、（公財）岐阜県産業経済振興センターへ 

(2) 販路開拓や業務効率化など既存事業からの展開に意欲的に取り組む事業 
  （想定する事業の一例）飲食業における、店舗販売からテイクアウト販売へのシフト 

製造業における、部品調達困難による部品製造の内製化 等 

申請は、岐阜県商工会連合会へ 

商品開発支援事業費補助金 
＜目  的＞地場産業に係る製造業を営む県内中小企業者等による、アフターコロナ

に向けた生産性の向上及び競争力の強化の取組みを支援するため 

＜募集期間＞   令和 4 年 5 月 13 日（金曜日）消印有効 

＜補 助 率＞  補助対象経費の 3 分の 2 以内 

＜補助金額＞ 1,000 千円～10,000 千円 

＜補助対象経費＞ 設備導入にかかる経費（機械装置費、システム構築費、専門家経費） 

持 続 化 補 助 金 
新規顧客獲得や売上拡大のため“集客のために看板を取り付けたい”“チラシをうち

たい”、コロナウイルス感染防止のため“ネット通販の構築をした”“非対面対応でき

るように改築したい”など、売上向上のための計画をお持ちの皆様、また何にもプラ

ンはないけど詳細が知りたいという方も、ぜひ商工会へご相談ください。 

今回、第 8 回の公募以降用に公募要領が改定され、小規模事業者持続化補助金・一般

型の特別枠が多様化されました。賃金引上げ枠、卒業枠、後継者支援枠、創業枠、イン

ボイス枠として区分され、補助金額は下記の表のとおりとなっております。 

 

商工会だより 第２５２号 ② 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ご存知ですか？利子補給制度 

－七宗町小規模事業者支援融資利子補給制度－ 

中小企業者が事業に必要な資金を平成２７年４月１日以降新たに借り入れた場合、そ

の借入金の支払利子の一部を補給いたします。この制度は、毎年１月１日から１２月 

３１日までの間の該当借入金に対し、支払った利子の一部を補給するものです。  

－制度概要－ 

対 象 者 

・町内に住所又は事業所を有し、商工業を営む小規模事業者であ

って、七宗町商工会に加入している会員。 

・町の出資や建物の指定管理を受けていないこと。 

・町税及びこれに準ずる納付金を滞納していないこと。 

対象資金 

・日本政策金融公庫（マル経、普通貸付等） 

・岐阜県信用保証協会の保証を得るもの（全国小口、県小口、市

町村小口、連携型全国小口等その他町長が承認する制度） 

・岐阜県商工貯蓄共済融資制度 

補 給 率 
対象借入額は３００万円まで、年間支払い利子の ２％ 以内  

（年 60,000円、5年で 300,000円） 

補給期間 ５年以内  

申 請 先 ・融資を受けたら商工会長を経由して町長へ提出。 

◎毎年 1 月に役場へ請求書を提出していただきますが、金融機関等にて事前に利子支払

証明を依頼して請求時までに準備する必要があります。 

 

商工会だより 第２５２号 ③ 

 

計画書の作成に苦労される方も多いですが、七宗町でも多くの方に利用していた 

だいている補助金です。 

•第８回受付締切：２０２２年 ６月 ３日（金）［締切日当日消印有効］ 

•第９回受付締切：２０２２年１０月 ７日（金）［締切日当日消印有効］ 

•第１０回受付締切：２０２３年 ２月３日（金）［締切日当日消印有効］ 

提出書類の作成に時間を要しますので、締め切り１か月前までにご相談ください。 
 
採択された皆様は、実績報告に向けて見積書や納品書、振込書類等の 

整理、実績報告書の作成が必要であり、時間を要します。事業終了日を 

念頭に実施していただきますようよろしくお願いいたします。 

今年も、秋ごろに経営計画策定セミナーとセミナーの講師による個別 

相談会を実施する予定です。ぜひ、この機会に経営計画を作ってみませんか？ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会保険料が変更になります！ 
 

令和４年３月分（４月納付分）の健康保険料率が変更になります。ご注意ください。 
 

健康保険料率 9. ８３％ →  9．８２％ (４．９１%徴収) 

介護保険料率 

(４０歳以上のみ) 
1. ８０％ →  １．６４％ (０．８２％徴収)  

 
◎40歳以上の方の合計 

11.63％ → １１．４６％ （５．７３％徴収） 

厚生年金保険料 １８．３％ （９．１５％徴収） （平成 29年 9月 1日～適用） 

子ども･子育て拠出金 ０．３６％（事業者負担のみ） 

 

労働保険は、自動車保険でいうならば強制保険です。 

～未加入の従業員さんはいませんか？～ 
❶労災保険： 
労働者（パート、日雇含む）を１人でも雇っていたら、労災保険の対象とな
ります。 
仕事中に事故が発生した場合は、会社が医療費、休業補償（平均賃金の６割以

上）をする事になっています。労災に加入すれば、医療費の全額と、休業補償と 
して平均賃金の８割を補償してもらえます。労災での休業中の解雇は法律で禁じ 
られている為、完治又は治癒までの補償をすることになります。障害が残ればそ 
の分の年金がわりの補償も必要です。 
❷雇用保険： 
令和２年４月１日から、すべての雇用保険被保険者について雇用保険料の納付が
必要となっております。６４歳以上の労働者についても★平成２９年１月１日以
降、は６５歳以上の方も対象になりましたので、継続雇用されている方や６５歳以
上の新規雇用者も①と②が当てはまりましたら、加入の手続きをお願いします。雇
用保険料は被保険者から徴収忘れがないように気を付けてください。 
労働保険の年度更新手続きの際に、年度途中で入退社した労働者の報告漏れが見

受けられます。報告の際にはご確認ください。 
 

雇用保険の加入資格は下記の要件に当てはまると対象です。 
① ３１日以上の雇用の見込みがあり 
② 週の労働時間が２０時間以上の方   

 
 今、加入している従業員で、週の労働時間が 
２０時間未満の契約に変更された方や役員にな 
られた方は失業保険の対象外になるため、その 
時点で雇用保険の喪失手続きを行う必要があります。 
手続き漏れはないですか？ご確認ください。 
 

 

 

商工会だより 第２５２号 ④ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年１０月～最低賃金８８０円!! 

最低賃金制とは、最低賃金法に基づき国が賃金の最低限を定め、使用者は、その最

低賃金以上の賃金を労働者に支払わなければならないとされている制度です。原則と

して事業場で働く常用・臨時・パート・アルバイトなど雇用形態や呼称の如何を問わ

ず、すべての労働者とその使用者に適用されます。 

下回る賃金を支払った場合は罰金 50 万円が課せられます。コロナ禍で先行きが不透

明で大変厳しい時ですが、守っていただきますようお願いいたします。 

 

商工会だより 第２５２号 ⑤ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工会だより 第２５２号 ⑥ 

 

インボイス制度を正しく理解して 2023 年に備えよう！ 

登録はお済ですか？ 
「インボイス制度の導入」と「適格請求書発行業者の登録」の 2 つは消費税が始ま

って以来の大きな改正です。インボイス制度は 2023 年 10 月 1 日（令和 5 年 10

月 1 日）から施行されますが、2023 年 3 月 31 日（令和 5 年 3 月 31 日）までに

「適格請求書発行事業者」の登録申請をする必要があります。 

今まで消費税を納めていなかった方には消費税の納税義務が生じる場合もあるた

め今後の事業活動への影響が大きいです。 

今年度は、税務署職員によるセミナーや税理士等による個別相談も行う予定です。 
 

受け取った消費税と支払った消費税の差額を納税することが原則 

消費税の仕組みは、売上に加算して請求した消費税と 

仕入や経費にかかる消費税の差額を税務署へ納付す 

ることが原則です。 

【一人親方の場合の事例】 
インボイス制度が適用された場合、免税事業者である 

1人親方は、適格請求書発行事業者ではないため適格 

請求書を工務店へ発行することはできません。そのため 

1人親方は工務店へ「ただの領収書」を発行することにな 

ります。工務店では「ただの領収書」で仕入税額控除する 

ことはできないため元請負先は仕入税額控除ができない 

ため消費税の負担が増加することになり、実質的値上げ 

となってしまい免税事業者は仕事が減少してしまう可能性が考えられます。 

 

 火・木 の午前中（決算時期は予約がある日のみ 1 日）開設しておりますが、
記帳支援と補助金の申請等他の支援と同時に対応が困難でご迷惑をおかけして
おります。そこで、毎月第４火曜日午前中は記帳支援専門の日を設け、記帳員
が丁寧に対応いたします。記帳や会計ソフトの操作についてわからないことや
大勢の前で聞きにくいことなどこの日にお越しいただき、疑問を解決してくだ
さい。 

 記帳支援について 

 半年や１年まとめて入力されている方もいますが、こちらで直したデータを復元し

ないで記帳したり、同じ間違いをしてまったりする方の割合が高い状況です。定期的

に入力することで分析がしやすくなり、コロナ禍関連の支援金の申請が円滑にでき、

専従者給与の見直し、設備投資のタイミングを見図ることができ節税対策にも役立て

られます。３～４か月に一度はデータを提出していただくことをお勧めします。 

 


